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　After　the　Niigata−ken・Chuetsu　Ear止quake　of 　2004，　the　public　support 　systems 　which 　assist 　livelihoods　ofdisaster

vicdms （especially ，　repair 　and 　reconstuction 　of 　the　housing＞have　been　conducted ．　Hewever，　applying 　ofthe 　system

is　now 　undergoing 　and 重he　whole 　situation 　ofthe 　problems，　produced　by　operation 　of 　dle　systems ，　is　not 　understood

yeち　though 　various 　problems 　are 　pointed　out 　after 　the　earthquake ．　This　paper　a血 is 　to 　understand 　the　actUal 　situation

of 　problems　of 　public　supports 　for　repair 　and 　reconstruction 　ofhousing 　introduced　by　the　inOonsistent　pOlicy　makifig

after 　the　earthquake 　f廿om 【the　operation 　of 　tlie　system 　and 　the　utilization 　by　the　disaster　victims 　point　of 　View．
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1 ．は じめ に

（1）研 究の 背 景

　 1995 年 1Al7 日に発 生 した 阪神 ・淡 路大 震 災以 降，
被災者 の 生活 再建 が重 要視 され は じ め，1998年 5 月に 被

災 者生 活 再建支援法 （以 下，生 活 再建支援法） が 制 定 さ

れ た．生活 再 建 支援 法 は，災 害後 の 被 災者 の 自立 し た 生

活の 開始を 支援す る 制度で あ り，災害救助法に 基づ い て

国が 住 宅 の 応 急修 理 に対 す る支 援 を行 う住宅応 急 修 理 制

度 （以下，応 急修理 制度） ととも に 2004年 10月 23 日に

発 生 した 新 潟県 中越 地 震 に お い て 利 用 され て い る．

　生 活 再建 支援 法 は ，住 宅 本 体，再 建や 改 修 な ど に は 適

用 され ず，生活 再 建の 様相 に お け る様々 な事情が 斟酌 さ

れ て お らず，利 用 の し に く さや煩 雑 な手続 き な どの 改 善

の 必 要 性 が 指摘 され て い る．中で も私有財で あ る 被災者

の 住 宅 に 公 的資金 を 投 入 す る こ と の 是 非 に つ い て 議 論 が

すす め られ ， 鳥取 県 西部 地震 で は ， 最 大 で 300 万 円 の 住

宅建 替 え ・改修 の 支援金 を 県 が 単費 に よ っ て 支給 した
1）．

ま た新潟 県 中越地 震 で も，国 の 生活 再 建支援 法 に 県 が独

自に 上乗 せ し，また 新 潟 県独 自の 住宅 の 応 急 修理 制 度 と

して ，半 壊以 上 の 世 帯 に対 し住 宅 の 応 急修 理 を行 うとい

う支 援 を行 っ て い る ．

　 し か し，こ れ ら の 公 的 支援は 法律が制定 され て 間も な

い こ と も あ り，災害 が 起 こ り，制 度が 運 用 され，は じ め

て 新 た な 問題 が 出 て くる とい っ た 現象が み られ る．新

潟 県 中越 地震 は 中 山 間地 域 に も大 き な被 害 を もた らし た

地 震 で あ り，そ の 地域 の 特性 に法 律 の 仕組 み が適 応 して

い な い な ど の 問 題 が 出 て き た．と り わ け新 潟 県 中越 地震

に お い て は ，被災者の 公 的支援 の 利用可 能 性 （支 援が 必

要 な 世 帯 が 公 的支援を 利 用 で き て い な い ） に つ い て 問 題

が 生 じて い る こ とが 指 摘 され て い る．
　公 的 支援 の 特 性 上 ，被災 状 況 に応 じ て 公 平 に公 的支援

利用 の 機 会 が 与 え られ るべ きで あ り， 被 害状 況 以外 の 要

因 に よ り
一部被 災者 の 公 的 支 援利 用 の 機 会 喪失 は ，災害

後 の 不 安な時期 に 被災者 に 不 公 平感を 抱か せ る と ともに ，
そ の 結果 と して 将 来の 生活 復興 に 大きな影響 が発 生す る

と推 測 され る こ とか ら，大 きな 問題 で あ る と考 え られ る．
　 こ れ らの 問題 につ い て は，発 災後 1 年 半 とい う毀 階で ，
制 度 自体 が 具 体 的 に 運 用 中 の 段 階 とい うこ とも あ り，問

題 の 全 体像 は把 握 され て い な い．

（2）研究の 目的

　 以 上 の 観 点 か ら，本 研 究 で は，新 潟 県 中越 地震 にお い

て利 用 され て い る公 的 支援 で あ る生活 再 建 支 援法 と応 急

修 理 制度 に お い て ，制 度 の 運 用 面 と利 用 面 の 2 つ の 観 点

に 着 目 し て 調査 ・
分析 を行 うこ とに よ り，被災世帯の 公

的 支援の 利 用 の 有無 に よ る 生 活 再建 状 況 の 違 い や，公 的

支援利用 の 決 定要 因 を把握 し，こ の 2 っ の 公 的 支援 の 課

題 の 抽 出 と改 善 の 方 向性 に っ い て 検討 す る こ とを 目的 と

す る．
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（3）研 究の方 法

　本 研 究 は 図 1 に 示 す とお り以 下 の よ うな流れ で 行 っ た ．
a ）研 究の背景 と 目的

　関連 公 的支援 に 関わ る背 景 を整 理 す る とと もに ， 現地

調 査，資 料 収集 等 に よ り，新潟 県中越 地 震 に お け る 住 宅

の 補修 ・再 建に 関す る公 的支援 に関 す る論 点 を整 理 し，
本研 究 で 明 らか に す べ き課 題 を整 理 す る．
b）公 的支援の 市町村間 の 運 用状況 の 杷握

　関係 す る行 政 と被 災者 へ の ヒ ア リ ン グ調 査 か ら，各自

治体の 公 的支援 の 運用 状 況 を把 握 し，市町村 間 の 公 的 支

援の 運 用 方 法 の 相 違 点 が 被 災者 の 利 用 に どの よ うな影響

を与 え うるか考 察す る，
c）公 的支援利 用状況 の 把握 と決 定 要 因の 考察

　被 災者 に対 す るア ン ケート調査 か ら，世帯間の 公 的支

援の 利用 状況 を 把握す る た め の 分 析 を行 い
， そ の 結 果 と

被災者 へ の ヒ ア リン グ調 査 の 結 果 か ら，公 的 支援利 用 の

決定要 因 を把握 し，問題 点を考察す る．
d＞結論 と課 題

　調査 ，分析結果 を ま とめ，本 研 究の 結論 と今 後 の 課題

をま とめ，公 的 支援 の 問題 点 の 改 善 の 方 向性 の 検 討 を行

う．

背景・目的

中越 地 震の概要

行 政へのヒアリング 被 災者への 匕アリング ア ン ケートの 分析

市町村間の 公 的支怪の 運用の

　 　 　 相 違点 の把 握

世帯間 の 公 的支隈の 利用
　　　状況 の把握

利 用の 決定要因の 考察

公 的支援の 問題怠 の抽 出

結論・今後の課題

図 1　 研 究の 方法

2 ．新潟県中越地震 と公 的支援制度 の 概 況

　本研 究 の 調 査 ・
分析 を行 うに あ た り，新潟県 中越 地震

の 概要，被害 の 特 徴，実施 され た公 的 支 援 の うち，本研

究 で 取 り扱 う住宅 の 補 修 ・再 建 に 関係 し，返 済 を 必 要 と

しな い 制 度につ い て以 下 の よ うに整 理 した．

（1）新潟県中越地震の 被害の 特徴
3）

a ）山 間集 落で の 被 害 が大 きい

　被 災 地 は都市 地 域か ら山間地 域ま で 幅広 い が，都市地

域 の 被災 は 相対 的 に 軽微 で あ る．被害 の 大 き な地 区 と し

て，旧LLt古志 村 に代表 され るよ うな 山 間集落 で 構 成 され

た地 区で の 被 害 が大 きい ．
b）± 砂災害の 発生

　土 砂 災 害の 発 生 や そ の 危 険性が 懸念 され，長 期 間 に お

よぶ避難勧告 が出 された 地区が 多数発 生 した．

　ま た ，地盤 の 崩 壊や 崩 落 に よ り道 路ネ ッ トワ
ー

ク が 分

断 され ，孤 立集落 を 多 く発 生 させ ，　 「土 砂 ダ ム 」 に よ っ

て 集落が 水没 す る事 態 も発 生 した．孤立 化 した集落 や 土

砂 ダム の 下 流 の 集 落 な ど は 全村避 難や 全 集 落避 難 を 余 儀

な くされ た．
c ）余震 の 多発

　余 震 活 動 が活発で ，本震 の後も引き続 き強い 余震 に見

舞 わ れ た ．余震 の 継 続 に よ り自宅 外 に避 難 す る人 々 は 増

え，ピ
ー

ク 時には 10 万 人 を超 え る人 々 が 避難 した．
d）震災関連死の 多発

　市町村に よ っ て 指定 され た避難 所 も被災 して い るた め，
余震 の 継続は こ れ らの 施設への 避 難 を さらに難 し く した．
さ らに，暖 房や プ ラ イ バ シ ーの 問題 で，多 くの 被 災者 が

自家用車で 避難生 活を送 り，こ の 結果，エ コ ノ ミ
ー
症候

群 な どの 震 災 関連 死 を引 き起 こ した．
e ）地 震動に比 較 し て 住宅被害が軽微

　 豪 雪地 域 で あ っ たた め に住 宅 が も とも と頑 丈 に で きて

お り，地 震 動の 強 さ に 比 較 して 住宅 の 被害が 小 さか っ た．
　 これ らの 特徴 は ，住 宅 の 補修 ・再建 に 関す る 公 的支 援

の 適 用用 件 に あ た る ，住 宅 の 被 害，被 災 世 帯の 所 得，年

齢に 影響 を 与えて い る と考え られ る．

（2）新潟県中越地震に おい て 適用 された公的支援
2｝’4｝

　新 潟 県 中越 地 震 にお い て 適 用 され て い る ，住 宅 の 補

修 ・再建 に 関す る 公 的支援に つ い て，公 的支援の 問題 点，
特 に，公 的 支援 の 利 用 可 能性 や 支 給金 額 な ど，被 災者 に

とっ て の 公 平な公 的支援に 着 目 し，調査 を行っ た．
　住 宅 の 補修 ・再 建 に 関す る公 的 支援 とし て は大 き く分

けて ，応 急 修 理制 度，生 活 再建 支 援制度，義援金，融資

制度 の 4 種類に 分 け られ る （1｝．義援金 は，被害が あ っ た

全て の 世帯 に 支給 され る．融 資制 度 は，低利 で 融 資 を行

う制度で あ る が，融資 とい う性質上利用 制限 は 少 な く，
本研 究で 問題 と し て い る公 平 な支援 とい う観 点 に お い て

は 問題 は 少 な い よ うに 考え られ る．
　 制 度運 用 上 の 課 題 が 指 摘 され て い る制 度 と して ，返済

を必 要 とせ ず被 災 者の 住宅 再建 に 大 き く貢献す る と考え

ら れ る もの の ，所 得 制 限や 使 途制 限が あ り，制 度 の 内容

が 複雑 で あ る次 の 2 つ の 種類 の 制 度，す なわ ち，県制度

に よ る 被災者生 活 再 建 支援，災 害救助 法 の 応 急 修 理 制度

（国制 度 ）及 び 関連 す る県 制度 に よ る住宅応 急 修 理 が 挙 げ

られ る ．本研 究 で は こ の 2 種 類の 制度に っ い て 取 り扱 う．
　ま た ，直接住 宅 の 補 修 に は用 い る こ とは で き ない が，
被災 者 の 生活 再 建 に 関わ る 支援で あ り，県制度に よ る被

災者生 活 再建 支援 と の 比 較 を行 うた め に，被災者生 活 再

建 支 援 制度 （国制 度 ）も本研 究 の 対象 とす る．（以 下，公 的

支 援 とは こ の 2種 類 の 制 度 の こ と をあ らわす も の とす る）

a）被災者生 活再建支援制度

　 自然 災 害 に よ り，生 活基 盤 に 著 しい 被害 を 受け た 者で

あっ て ，経済的理 由等に よ っ て 自立 して生 活 を再 建 す る

こ と が困 難 な者 に 対 し，生活 必 需 品 の 購 入 費 や 家賃 補 助

な どを行 ない，自立 した 生 活 の 開 始を支援す る制 度．
　 国制 度は ，住 宅 の 補修 に 使 え ず に ，ま た 所 得 制 限 の た

め に，使 い 勝手 の 悪 さが 指摘 され て い た が，新潟 県中越

地震 で は 国 制度 の 上 乗 せ と して ，県 が 独 自に 支援 を 行 っ

て い る．県 制度 は，所 得 制 限 が 撤廃 され 半壊 世 帯 が対 象

とな る な ど利用 可 能 世 帯 が増 え，加 えて 住宅 の 補修 費な

ど幅広 く利用で き る．
b）住 宅応急 修理制 度

　被 災者の 住居 を 修理 する こ と に よ り，被 災者が 仮 設 住

宅等 に入 居 せ ず に 自立 的 に 生活 が 可 能 とな る と見込 まれ

る 場合 に，市町 村 が 被災者 に 代 わ り直接修 理 を行 な う制

度 で ある．

　 工 事 完 了 期 限 が あ り，発 災後 1 ヶ 月 と され て い た が，
中越 地震 の 現状（余震 の 継続に よ る 工 事の 遅 れ な ど）が考

慮さ れ，数 回 にわ た っ て 2005 年 3月 ま で延 長 され た．
　応 急修 理 制度 に も上 乗せ と して 県制度を 制定 した ．国

制度 に 比 較 し所 得 制 限 が な く，幅 広 い 箇所 の 修 理 に も利

用 で き る よ うに な っ て い る．また，基 本的に 全 壊世帯 は
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表 1 ： 公 的 支援の 概 要

制度 名
筑 　　 冨る　　 の　 口区 分※ 1囗 支援の 内容

R

（※ 2参照〉全 　 　　 　
’
　

辱 一

生活再建支援法 （国制度） OoXX
・，　 市 叩 の 入^
・被災 住宅の 解体

・貸住 宅の 家　など

有り

生活 再 建支援法（県制度） OOOX

・生活必需品の購入
・被災住宅の解体

・賃貸住 宅の家賃など

　・宅の 　理など

無し

応急　理 1 （ 制　 ） △ O0X ・宅の 応急　理 L

応急　理 　　
目

　　） △ OOX ・
住宅の 応急　理 無し

※ 10 ：適 用 あ り X ：適用な し △ ：適用 され る 場合 あ り

※ 2 所得 制 限

　 ・（年収） ≦ 500 万 円 の 世 帯

　 ・5DG 万 円 く （年収）≦700 万 円か つ ，世帯主 が 45歳以上又 は 要援護世帯

　 ・700 万 円 く （年収）≦8DO万 円 かつ 、世帯 主が 60歳以 上又 は要 援護世 帯

利 用 で きな い が，自治体の 判 断 に よ り，全 壊 世 帯 も対 象

とな る場 合 があ っ たの ．

3 ．市町村間 の 公 的支援運 用 方法の 実態把握

　市 町村 間 の 公 的支援 運 用 の 相 違 点 を把 握する た め に 各

市 町 村ヘヒ ア リン グ を行 っ た ，
　 さ ら に，そ の 相違点 に よ っ て被 災者 の 公 的支 援 利 用 に

どの よ うな影 響 が生 じ て い る か 把 握 す る た め に，被災者

へもヒ ア リン グを行 っ た．

（1）調 査 の 概要

a）行政 へ の ヒ ア リン グ

　調査 実施 日 ：2005年 10月 24 日〜11月 4 日

　調 査 対象 ：新潟 県庁，長 岡 市役 所，小 千谷 市役 所，
　　　　　 川 ロ 町役場

b）被災者 へ の ヒア リン グ

　調 査 実施 日 ：2005年 10月 24 目〜11 月 4 日

　調査 対象地 区 ： 小千 谷 市船 岡地 区，川 口 町 田 麦 山 地 区

　調査 世帯数 ：船岡地 区 14人，田麦μ」地区 6人

（2）県 ・市町 村 へ の ヒ ア リン グ結 果

　県 な らび に 各市 町 村への ヒア リ ン グ か ら，公 的 支援 の

運 用 の 相違点 と して 以 下 の 3点が あ げ られ た．
a ）法適用要 件
・各 市 町村 に よ り対応 の 差 が あ り， 全壊 世帯 に 応 急 修 理

　制 度 を適 用 す る 市 町 村 と適 用 しな い 市 町 村が あ っ た が ，
　最終的に は，全壊世帯 に お い て も補修 で き る と判 断 さ

　れれ ば，適用す る よ う定め られ た （県 庁）．
・罹 災 証 明 の 再 判 定 で 応 急修 理 の 適 用 対象 とな っ た世帯

　で あ っ て も，再 判 定 の 結 果 を受 け た 時 に は す で に ，申

　請期 間 が 過 ぎて い た た め 制 度 を利 用 で き な い とい う

　人 々 が 多々 み うけ られ た （小 千 谷 市，長 岡 市，県庁 ），
　 こ れ に対 し，川 口 町 は一

次調査 の 段 階で 建 物内 部まで

　調 査 し て い た た め に ，こ の よ うな トラ ブ ル は な か っ た ．
・当初 段 階 で は工 事 完 了期 限 に 間 に合 わ な い と思 い 仮 設

　 住 宅 に 入居 した 世 帯 が，応急 修 理 制 度 の 工 事 完 了 期 限

　延 長 に よ り改 めて 応急 修 理 制度 の 利用 を 希 望 し た が，
　断 ら ざる を 得な か っ た ，制度 の 運 用 変 更 に よ り，早 く

　か ら行 動 を 起 こ し た 世 帯 が 不 利 に な る こ とが あ っ た

　 （川 口 町 ）．
b）世 帯分 離（後述 の （5）参照 ）
・基 本 的 に，住 民 票 と 実態調 査 で 決 定．
・世帯 分 離 の 認 定 は 国 か らの マ ニ ュ ア ル が な く，各市町

　村 の 判 断 に 任せ て お り 自治体 ご とに 差 が あ る （県庁 ）．

・生活 再建 支援 法 に 関 し世 帯分 離 を認 めて は い る が，1

戸 に 関し て 1世帯分の 申請 しか 認 め て い な い 市町 村が あ

り，市 町 村の 対 応 が ま ち ま ち で あ る （県庁 ）．
c）市 町 村独 自の 支援
・家 屋 の 解 体，撤 去費 を市 町 村 で 負 担 して い る 市 町 村 が

あ る （長岡市，小 千谷 市，川 口 町 ）．

（3｝被 災 者へ の ヒア リン グ結 果

a）罹 災判 定
・他 市町村 の 場 合，同程 度の 被害 で も よ り大 き な被害程

度 の 罹災判定 を受けて い る と，業者 な どか ら伝聞 して い

る．
・罹 災 証 明 にお ける被 害認 定 （以 下，罹 災 判 定 ） に不満

で ，市 役所 に 何度 も 通 い ，再 調 査 を 依頼す る こ とで よ り

被害が 大き い 区分 の 罹 災判 定を受け た者が い る．
b）市町 村独自の 支援
・
住宅 の 撤 去，解体費を市町 村で 負担 して い る 市町 村が

　 あ る と 聞 い て い る被 災者が お り，市町村独 自の 支援が

　ない 市町村 の 被災者 に不 満 を持 つ もの が見 受 け られ る．

（4）市町村間の 公 的支援運用 方法の相違 によ る 問題 点

　 以 上 の ヒ ア リン グ結 果 か ら，市 町村 間 の 公 的 支援 運 用

方 法の 相違に よ る 問題点は 下記 の 3点に ま とめ られ る．
a ）世帯分 離の 適用基準 上 の 相 違が 見 られ る

　川 口町 では，多 世代 が 同居 して い る場合 で あ っ て も，
世 代 ご とに 世 帯 と して 申請 で き，長 岡市，小 千 谷 市で は

1 世 帯分 の 申請 し か で きな い ．こ の こ とに よ り生 じる と

考 え られ る問題 につ い て は （5）で 後 述す る．
b）罹 災判定の 運用方法に 相違が見 られ る

　 外 観 目視 の みで 調 査 を行 う市 町村 と内部 詳 細調 査 を行

う市 町 村 が あ る．外 観 目視 の み の 市町 村は罹 災判定 の 精

度の 妥 当性 に 問題 が あ り，再 調 査 の 要 望が 発 生 した ．ま

た 応 急修理 制 度の 申請 期 限直 前 に 罹災証 明 が発 行 され た

世帯 もあ り，こ の よ うな世帯 は応急 修理 制度 の 申請 が 間

に合 わ な い ．こ の こ とか ら罹 災 判 定 の 方 法 は 被 災者 の 公

的 支援利用 に影響を与 え る と考え られ る．
c）市 町 村独 自の 支援 に 差が 見 られ る

　家 屋 の 解体，撤 去 費 の 市町 村 負担 を行 う市 町 村が あ り，
市 町 村問 で 支 援の 差が 生 じた ．

（5）世 帯分離 に つ い て

a ）世帯分離の 目的

　 中山 間地 域 は 多世 代 で 同居 して い る 家庭 が 多 く，こ の

よ うな 家庭に お い て は，全 て の 世 代 の 収 入 を合 計 す る と

公 的 支 援 の 所 得制 限 の 対象 とな る こ とが多々 見 られ る．
そ こ で ，そ れ ぞ れ の 世代を別 の 世 帯 とみ な し（世 帯分 離 ），
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個 々 の 世 帯が 所 得 制 限 を越 えない よ うに工 夫 し，公 的 支

援 を多 くの 世 帯 が利 用 で き る機会を 与 え る，と い う目的

で 導入 され た．
b）世 帯分離 に よ る支給 金 額の 差

　世 帯分離 を決め る も の は，主 に 扶 養 の 有 無 と市 町 村 に

よ る 実態 調査 で あ る ．所得 が 少 ない 世 帯 は扶養 関係 を結

ん で い る こ とが 多 く，所得 が多 い 世 帯 は 扶 養 関係 を結 ぶ

必 要 が な い ．こ の こ とよ り，収入 の 多い 世 帯 が 何世 帯 分

の 支援を受 け る こ とが で き るこ とに 対 し，収入 が少 な く

扶 養 関係 を結 ん で い る 世帯は，収入 が少 ない に も関 わ ら

ず，1世 帯 分の 支援 し か 受 け るこ とが で きな い ．

生活 再 建 （県）

　 　 （n
＝785 ）

応急 修理 （県）

　 　 （n＝523）

生活 再 建 （国 ）

　 　 （n
＝235 ＞

応 急修 理（国）

　 　 （n＝523）

眺 20 × 　　　　　40 艶 　　　　　 60 覧　　　　　80 ％　　　　　laOM

　 ■ 利 用 　 　 　 　 　 　 □ 利 用 無 し

図 2　公 的 支援の 利 用状 況C2｝

4 ．被災世 帯間 の 公 的支援利用状況の 実態把握

　公 的支 援 に は ，所得制限 と使途制 限が 設 け られ て お り，
ま た 中 山 間地 域，豪雪 地域 とい っ た こ とも考慮 され，中

越 地 震 に お い て 制度 の 変 更や，新た に 導入 され た概念 も

あ る．し か しそ の 結果 と し て，各 世 帯 間 にお い て 公 的 支

援 の 利 用 の 公 平 性 に 問題 が 見 受 け られ る ，本章に お け る

分析は ，小 千谷 市で 行 われ た悉 皆 ア ン ケート調 査 の 結 果

を用 い て ，世 帯 属性 と公 的支 援利 用 状況 を 分析す る こ と

に よ り，世帯間の 公 的支援利用 状況 を把握 し，ま た，今

ま で の ヒ ア リン グ 結果 や 調 査 内容 か ら，公 的 支援 利 用 の

決 定 要因 につ い て 考 察 し，問題 点 を抽出する．」

（1）小 千谷市 にお ける 悉皆 ア ン ケート調査 の 概要

　本 調 査 は ，〔財）東濃地 震科学研 究 所，名 古屋 工 業 大 学 ，

長 岡 造形 大学 な ど大学 等 の 地 震 防災 を専門 とする 研 究者

を主 体と し た グル
ープが 実施 し た もの で ，新 潟 県 中越 地

震の 揺れ と物 的 ・人 的被 害状 況 な らび に 調 査時 点 （概ね

1年後）の 住宅再建 関連の 状況 に 関 して，小 千谷 市の 全

世 帯 に対 し ア ン ケート調 査 を行 っ た もの で あ る．ア ン ケ

ート調査 の 概要は 表 2の 通 りで あ る．
　 本 章 は ，上 記 ア ン ケ

ー
トの うち 調 査 時 点 の 住 宅 再建 関

連 の 状 況 と被 災世 帯 の 属 性，被害状況 の 関連 を中心 に 分

析 した も の で あ る、
　 　 　 　 　 　 表 2　 ア ン ケ

ー
ト調査 の 概要

配 布 日 2005年 9月 25 日

配布 方法 市報 と共 に 配布

配布 数 約 14，000票
回 収方法 留 め置 き郵送 回 収

回 収数 4，400票 （回収 率 ：31％ ）

（2）支 援制 度別 の 公 的 支援利 用 の 比 較

　図 2 は公 的支援の 利 用 状 況 にっ い て，生活 再建 と応急

修理 制 度 別 ・県 国別 に 見 た もの で あ る．制度 の 適 用 基 準

か ら見た 場合に 公 的支援 の 対象 と なっ て い る世 帯に お い

て も，公 的 支援 を 利 用 し て い な い 世 帯 が あ る こ とが わ か

る，また 全 体 と して 生 活再 建 支援法 よ り応 急修理 制度の

利 用 率が 低 く な っ て お り，そ れ ぞれ の 制 度 にお い て 県制

度よ り，国 制度の 利 用 率が 低 くな っ て い る．
　県制 度 よ り 国 制 度 の 利用 率 が 低 く な っ て い る 大 きな 要

因の
一

つ は，国制度 には所 得 制 限が 設 け られ て い る こ と

が 要因 と考 え られ る．

　生活再建 支援法 と 応急修理 制度 の 利 用 率 の 差 は ，応急

修 理 制度 の 申請期 限 と工 事 完 了 期限 の 延長が主 要 な 要 因

と考 え られ る．工 事 完了 期限は 当初 2004 年 12 月 だ っ た

が，度 重 な る延長 で 最 終的 に 2005 年 3 月まで とな っ た．

　し か し，申請期限は 2004 年 12月 ま で で あ り，こ の た

め に 当初 工 事 が 間 に合 わな い と思 い 申請 しな か っ た 世帯

が，工 事 完了 期間 が 延 長 され た と聞 い て 申請 し よ うと し

た が，申請期 限が 過 ぎ て い た た め に，申請 で き ない とい

っ た こ と が 前述 の ヒ ア リ ン グで は 多 く聞か れ た ．ま た ，
罹 災証 明 の 判 定 に不 服 で，再調 査 に よ り応 急修 理 制 度 の

対象 とな っ た世 帯 も，申請 期 限 の 関係 で 利用 す る こ と が

で きなか っ た こ とが 要 因 と考 え られ る．

（3｝生 計別の 公 的支援利 用の 比較

　 図 3 は主 な生計 別 の 応 急修 理 制度 を利用 し た割合 を見

た もの で あ り，図 4 は ，主 な生 計別 の 生活再建 支援法を

利 用 した 害i］合 を 見 た もの で あ る．

　 国制 度 に 関 して は ，応 急 修 理 制 度，生活 再 建 支援法共

に 給与所 得世 帯 の 利 用 率が 低 くな っ て い る．差 の 検 定 を

行 っ た結 果 か ら も有意 で あ る と い う結 果 が 得 られ た （t

検定に よ る 
）．

　 　 　 　   　　　　　　20聒　　　　　 40瑪　　　　　 60脂　　　　　 80％　　　　　 1eo％

給 与所 得

（n＝20n

年 金 のみ

　 （n＝99）

兼 業農家
　 （n＝75）

専業農家

　 （n＝60）

自営

（n＝64）

給 与 所 得

（n ＝295 ）

年金 の み

（n＝125）

兼 業農家

（n＝115）

専業農家

　 （n＝82）

　自営

　 （n＝8ア）

　 ■ 両 方　 圀 国の み 　 m 県の み 　 ■ 利 用 無 し

図 3　生 計 別の 応急 修理 制 度利用 率
（2｝

O覧　　　　　 20偶　　　　　 4a％　　　　　 fion　　　　　 8e覧　　　　　 100Zl

■ 両方 　 圈 国の み 　 四 県の み 　 ■ 利用無 し

図 4　生計 別の 生 活 再建支 援法 利 用率
〔2）

　給 与所 得 世 帯 の 国制 度利 用率 が 低 い 要因 と して は ，所

得 制 限 が あ げ られ る ．給与所 得世 帯 は ，あ る程 度 の 収 入

が 見 込 ま れ る た め に，所 得制 限 にか か る可 能性 が高 い と

4

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Institute of Social Safety Science

NII-Electronic Library Service

エnstrtute 　 of 　 Soolal 　 Safety 　 Solenoe

考 え られ る

　所 得 に 着 目す る と，年金 の み の 世 帯 は 所得か 比 較的低

い こ とか 想定 され，制度 の 制限を受け ない と想定 され る

が，国 制 度 の み な らず，県 制度 も制度 の 利 用率 が 低 くな

っ て い る　市町 村の 職員 か ら，公 的支援の 制度 を利 用す

る こ と を勧 め られ た が　そ の 制度の こ とが 理解て きな か

っ た の で 利 用 し なか っ た との 音見 が年金 の み受給 し て い

る 被災 者か ら聞 か れ，制 度 へ の 理 解不足 か 公 的支 援の 利

用 率 か低 い 要 因 とな っ て い る 考 え られ る

（4）家族構成と被 害 の 関係

　図 5 は ア ン ケ
ー

トて 罹災判定結果 を全 壊　大 規模 半壊

と回 答 し た世 帯 につ い て，そ の 家 族構 成 を示 した も の て

あ る
  〔5｝

　同 程 度 の 罹災 判 定 で も様 々 な家 族構 成 が あ る こ とか 分

か る　 生 活再建 支援法に お い て の 支給 金額の 上 限 は単身

世 帯 か 2 人以 上 の 世 帯 の 2 つ の 区 分で の み 分け られ て お

り，2 人 の 世帯 と多世代同居の 世帯て は，当然，生 活 再

建 に か か る 実質 的な 費用 は 異 な る と考 え られ る が，制 度

の 上 か らは 罹災 判 定 が 同 し場合 に は 支給金 額の 上 限 は 同

額で あ る　 ま た 　 同様 に 1 人の 世帯 と 2 人 の 世 帯 で は，
住宅 の そ の も の の 補修 費は ほ ぼ同程 度 と考 え られ る が ，
支給金額の 上 限は 2人の 方 が 多い

　 こ の こ とか ら，世 帯 の 家 族構 成 　 人数 な どか 支 援 内 容

に詳 細 に は 反映れ て い な い こ とか 要 因 となり，実際の 困

窮 の 実 情に応 した支 援 とな っ て い ない 可 能 性か あ る

（5）地 区 別の 公 的 支 援利 用 の 比較

　図 6 お よび 図 7 は，小 千谷 市 を地 区ご とに 分類 し，そ

れ ぞ れ 　地 区 別 に 応 急修理 制度 と生 括 再建 支援 法 の 利 用

率を 見 た もの で あ る　こ れ らの 図 を見 る と　東山地 区 に

お い て 　応 急修理 制度の 利用か な く （図 6）　 生 活 再 建

支援法 の 利用 率 が 高 くな っ て い る （図 7） こ とが わか る

　東 山地 区 は 　地 区内 の 大 半が避難勧告地 区 に 指定され，
解除 され た 時期 が，応 急修 理 制度 の 申請 期 限 直 前 て あ っ

た り ， 過 ぎて か ら解除 され た地 区 で ある 　 こ の 理 由か ら

応急 修 理 制 度 が 利 用 て き な か っ た と考 え られ る　 し か し

なか ら，図 8 か らもわ か る よ うに，現 実 には東 山地 区 に

お い て も住 宅 を補 修 し て い る 世 帯 か あ り，こ の よ うな世

帯も応 急修理 制度が 利用 で きなくな っ て い る

　 こ れ に 対 し て 生括 再 建 支援 法 の 利 用 率 が高 い 要 因 とし

て ， 避 難 勧告 か 長期 に わ た り継続 した た め に 　長 期 避 難

世 帯 と認 め ら れ ，生 活 再 建 支 援 法 に 基 づ い て 全壊 世帯 と

同 様 の 支援か 受 け られ る よ うに な っ た こ とか 考 え られ る

（6）罹 災 判定 と実際の 構造的被害の 関係 の

　図 9 は 　ア ン ケー トて 尋 ね て い る構造的被害（D−

Grade5｝）と罹 災判定の 関係 を示 し た もの て あ る

　罹 災判 定結 果 の 内容 に よ っ て 公 的支 援の 利用の 可否

あ る い は 支 援 を 受 け る こ と の て き る金 額 が 変わ っ て くる

た め 　 罹災 判 定 は 実 際の 被 害状 況 に即 した も の に な っ て

い る 必 要 があ る 　 罹災 判 定の 趣 旨　方 法 か ら考 えれ ば，
罹災判定結果 は 構造的な被害程 度 よ りは 大 き な被 害判 定

に な る の で はな い か と推 察 され る が，図 9 を見 る と同 程

度 の 構 造 的被 害で あ りな か ら，様 々 な罹 災判 定を うけ て

い る こ と が 分 か る

　ま た図 10は構 造 的被 害 3，4 にお い て ，罹災判定で 半壊

も し く は
一
部損 壊の 証 明 が あ っ た 世帯 の 実 際 の 補 修 の 有

無 をま とめた もの で あ る　 こ の 図 か ら構 造 的被害が 半壊
の 世 帯 で も補 修 を行 わす に 居住 して い る 世 帯か あ る こ と

が分 か る

　 　 　 om

全壊
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大規模 半壊

　 frF61〕

軈
圃

釁
圃

燃
慧
胼

圃

軸

罵
臥

圃

服

圃

2α龝 40M6Q 覧 躡 10DN

圈 単身 ⊂高齢｝ ee単 身〔生産年 齢）　　 ■ 1世代 （高齢）

　 　 za　1世代 （生産年齢）　 ■ 2世代 　　　 　　　 囗 2世 代

　 　 　 　 　 　 　 　 　 （とちb かが生産年齢〉　〔両 方生産年齢 ，

　 　 囗 2世 代 　　　　　　 囗 3世代 　　　 　　　 ロ 4世代

　 　 　 （生 産年齢なし）

　　　図 5　全 壊　大規模半壊世帯の 家族構成
（4）

鱗 　　　　　1e瓢　　　　 2e曁　　　　 ：9瓢　　　　 401　　　　 50S　　　　 躑 　　　　　10S　　　　 BOl　　　　 90＃　　　　 1DO監

雛
剛

爨
鴇

煢
購

爨
圃

默

圃

温

■ 両方 　　 　　 圏 国のみ 　　　 　 団 県のみ 　 　　 　 ■ 利用無L

　　 図 6 地 区 別の 応急 修 理制 度 利 用 率（2｝
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図 7　地 区別 の 生 活再 建支援法利用率
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図 8　東 山 地 区 に お ける半壊以上 の 世帯の

　　住 宅 の 補修 の 有無
（6）
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図 9 実際の 構造的被 害 と罹 災判 定の 関 係
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工 事 完了 期限の 延 長 に よ り申請 を し よ うと した が ，申請

期 限 が 過 ぎて い た た め に 申請 で きな か っ た事 態 が 多 く聞

かれ た．
c）避難勧 告

　避 難 勧告 に よ りやむ を 得ず避 難 し て い た 被災 者に 対 し

て も，他 と
一

様 に 申請 期 限 な どを定 め て い るた め に，公

的 支援 を利 用 し た い と い う被 災 者が 利 用 で き な い 事態 が

起こ っ てい る．
d）家族 構成，人数 を加 味 して い な い支援の 内 容

　そ れ ぞれ の 家族 構 成，人数 を きめ細 か く考 慮 せず に支

援 の 内容 を定 め て い る た め に ，被災者 の 困窮の 実情に あ

っ て い ない 支援 とな っ て い る可 能性 が あ る と考 え られ る、

　以 上 の 問 題 点 が挙 げ られ た結果，被災世帯の 生 活再建

に 当 た っ て ，支援 が必 要 な世帯が くま なく公 的支援 が 利

用可 能 な 状 態 に な っ て い ない こ とが 明 らか とな っ た．

工 事 業者の不足

概災判 定の 遅用方法

　に 由来する問題
応 急 修 理 制 度の 工 亭

　が間に合わない

r申講をあきらめる

蛩難勧 告

− 事完 了期聞 の 延長

一
部損壊 で も

多頽 の 補修費用 権災証明の再調査
仮設住宅入居

申請期限の終了ため申請できない

公的 支援が利用　　　　　 応急修理制度を利用したかった世帯が

　 で きない 　　　　 　　　　　　　　利 用で きない

恩 爨

家族構成人弛

を加味し て い な

い支援の 丙 容

世帯 の 困窮 の 実状 に

合 わな い支給額

聡
■ 補修有 □ 補修無し 本 当に支援 が必 要な世帯が 公 的支援を利用 できてい ない

図 10　構造 的被 害 3，4 にお ける半壊，一部 損 壊世

　　　帯の 補 修の 有無〔B〕「〔5）
図 11　 ア ン ケート分析 の ま とめ

　ヒ ア リン グ結果 か らは，半壊 の 判 定 を受 けた 世 帯 の 中

に は，住 宅 に 不安 を持 ち つ つ も補修で き ず に 居住 し て い

る 世帯もあるが ，補修を行 わな くて も十分 に居住 で き る

と判 断 し，補 修 を行 わ な い と世 帯 が 見 受 け られ た ．こ の

よ うな世帯が 存在す る
一

方で，一
部損壊世 帯 で も補修 を

行 わ な け れ ば 居住 が で き な い と い う声 も前述 の ヒ ア リ ン

グ結果 か ら聞 か れ る．罹 災判 定 が実 際 の 被害状況 と乖 離

して い る 可 能性 が あ る，あ る い は そ の た め に 公 的 支援 の

利用に 差 が生 じ る可 能性 につ い て，今 後，十 分 検 討 す る

必 要が あ るの で はない か と考 え られ る．

（7｝ア ン ケート分 析 の ま と め

　ア ン ケートの 分 析 結 果に 先 述 の ヒ ア リン グ結果 を 重ね

て 考察する と，図 llに 示 す よ うに公 的支援 の 問題 点 は 大

き く分 け て 以 下 の 4点 に ま とめ る こ とが で き る．
a）罹災判定の 運用 方法に 由来す る問題

　外観 目視 の み の 調 査や，専門外 の 調 査 を 市職 員が 行 う

こ との 説 得力 の 有無 な ど，被災者 に とっ て 納得 の い く調

査 が 行 わ れ て い な い こ と に よ り，実際 の 被 害 と乖 離 し て

い る罹 災判 定 を うけ る可 能性 が あ る ほ か ，被災者か らの

不満 に 対 し，再調 査 の 必 要 性 が 出て く る．

　そ の こ と に よ り，再 調 査 に よ り制 度 適 用基 準 を満 た し

適 用 の 対 象 とな っ たが，申請期 限 等 の 理 由 で 制 度 が 利 用

で きな い 事態や，公 的支援 が 受 け られ な い が多 額 の 補修

費用 を 抱 え，困難 な生 活 を強 い られ る 事 態 が 発 生 し て い

る．
b）応急修理 制度の 申請 期 限

　応 急修 理 制 度 に 関 し，工 事 業者 の 不 足 か ら工 事完 了期

限 に 工 事 が 間 に 合わ な い と思 い 申請 をあ き らめた 世 帯が，

5 ．改善 の 方向性の検討

（1）応 急修理制度に つ い て

a ）計画 的 な制 度運 用 の 必 要性

　中 越地震 で は ，制度 の 変 更 に よ っ て 世 帯間 の 不 公 平感
が 被 災者 か ら表 明 され たが，そ の 大 き な要 因 と して ，制

度 運 用 の 方 法 が 朝令暮改で あ っ た こ と が 指 摘 で き る．業

者不 足 等の 理 由で 修理 が 間 に 合 わ ない 場合 に，仮 設 住宅

に 入 っ た 後 で 工 事完 了 期 限 が 延 長 され た こ と も実 際 の 事

例 と して 存 在 し，こ の 不公 平感が発生 し た．あ くま で 応

急 修 理 で あ る が ，工 事完了期 限 と の 連動 に よ る申請 期 限

の 延 長 も視野 に入 れ，計 画 的 な制 度 運 用 の 変 更 が今 後行

わ れ るべ き で あ る と考 える．
b）県 制度 自体の 変更

　中 越 地 震 で は，工 事 完 了 期 限 が 延 長 され た こ とに よ り，
県 制 度 は 実質 的 に は 「応 急 修 理 」 とい うよ りは，恒久 的

な補修 に も利 用 され て い た．被 災者に と っ て ，こ の 制 度

は 補修を行 うとお 金 が も らえ る制 度 とい うだ けの 認識 で ，

応 急 修 理 制 度 の 意 味 を理 解 し て い ない 側 面 が あ っ た こ と

も否 めな い が，被 災者 と行 政 の 信 頼関係 を前提 と して ，
被 災 者 の 早 期 の 生活 復 旧 を 支援す る た め に は も う少 し緩

やか な 制約 （工 事完 了期 限な どの 制 約 が あ る応 急 修 理 制

度 の 「上 乗 せ （9｝
」 で は な く，も っ と柔軟 な対 応 が で き る

住 宅 の 補 修 制度 とい う 「横だ し
（10）

」 の 支援 な ど） が 適用

され る こ と も 今後 検 討 すべ きで は ない か と考 え られ る．

（2｝生 活再 建支 援 法 に つ い て

a）所 得制限要件の 変更

　現 在の 所 得 制 限 は ．世 帯 の 人数，構 成 な ど を加 味 し て
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お らず，単純 に年 収 と年齢 だ けで 行 っ て い る．こ の よ う

な事 態 を 打 開す る
一

法 と し て 世 帯分 離 とい う考え 方 が 導

入 された が，世帯分離 が さらに世 帯 間 に支 給金 額の 差 と

い う問題 を 引 き起 こ して い る．世 帯の 家族構成 人 数 の

実 態 をき め 細か く反 映 す る形 で 所 得 制 限要 件 を対 応 させ

て い く こ とが，世帯の 実情 に 即 した支援を行うこ とに な

る ほか，世帯 分 離問題 を解消する な ど の 面 で 重 要 な 視点

で あ る と 考え られ る ．

（3）罹 災判 定に つ い て

a）罹災判定の 得点表示 化

　 現 在の 罹 災 証 明 は，全 壊 ， 大 規模半壊，半壊，一
部損

壊，無 被 害 の 5 段 階で あ る．そ の 算定 根 拠 は，それ ぞ れ

の 部位 に対 して被 災状 況 に対 応 した ウ ェ イ トを設定 し て

お り，家屋全 体 で 合 計 点で 5 段 階 の 判 定が 決 め られ て い

る．現在 の 判 定 方 法 では，1 点 で 罹 災判定 の 段 階が 大 き

く違 うこ とに よ り，被害は ほ と ん ど 同程 度で あ るの に，
利用で き る公 的支援，支給 され る 金額 が大 き く異 な っ て

く る場合 も あ る．公 的支援 適 用 に 当 た っ て は 罹 災 判 定 を

，そ の 判定根拠で あ る得点の ま ま 用 い ，支援の 内容 とそ の

程 度 を メ ニ ュ
ー化す るな どの 方 法 を検討 し，不 公 平感 の

少 な い 公 的 支 援 と連 動 した罹災判定 と の 枠組み を考 え る

必 要 が あ ろ う．
b）罹 災判 定調査 と他 の 被 災度 調査 等と の 連携

　 現在 の 罹 災判定調 査 は，専 門 知 識 の 持 た な い 市 職 員が

行 うこ とも多 々 あ る ，基本 とな る 内 閣府 の 基準 は，複 雑

で 大 規模災害の 際に は 適 さず，判 定 に長 期 間 を要 す る と

共 に そ の 結 果 に 差 異 が見受 け られ る傾 向 に あ る ．こ の 問

題 を解決す るた め に ，調 査員の 育成や，他 に も相 当な 資

源 を投入 して 調 査 が な され て い る 応 急危 険 度判 定 等 の 被

災 調査 と相互 連携を 図る こ とを検討す る こ とが必 要 で あ

ろ う．

6 ．、本研究の 結論と 今後 の 課題

（1）本 研 究で 得 ら れた 知 見

a ）市町村間の 公的 支 援の 運用 方法 の 相違 に よ る問題点

　県 が 示 す 公 的 支 援の 在 り方 や ，世 帯 分離 に 代表 され る

対 応マ ニ ュ アル が 整 っ てい な か っ た た め に，各市町 村 に

よ っ て 公 的支 援 の 捉 え 方 が 異 な り，運 用方 法 の 相 違 が 発

生 した．さ ら に こ の こ とに よ っ て ，世 帯 間で も利 用 可 能

性 や 支 給 金額 に差 が 生 じた．こ の こ とに よ り，被災者 間

で 不公 平感が生 じて い る．
b）公 的 支 援制 度の 制 度設 計 に 関す る問題 点

（i）支援 制度 中で の 罹 災判 定の 運 用 方 法 の 問題 点

　当該公 的支援 に 基づ く支給 を行 うに 当 た っ て は ， 被災

状況 を判 定す る基 準 が必 要 で あ り，そ の 基 準 と し て 罹 災

判定 基 準を用 い る こ とは，適正 ・迅 速に判 定 され て い る

限 り特 に問題 はない と考 え る．

　 しか しな が ら，罹災判定 の 運 用 に お い て，  建築 に 関

す る 専門 家で な い 市職 員 に よ り判 定 す る，  本来 は 内部

も含 めて 調査 す るべ き場 合 に 当初段 階で 外観 目視 の み の

調 査 を行 う，な ど の ケ
ー

ス も あ る．そ の 結 果，  同程 度

の 被災状 況 で も判 定結果 に差異 が 生 じる こ とへの 疑義 が

起 こ る，  判 定 結 果 に 対 す る異 議 申 し立 て や 再 検 査 な ど

で 時 閤 を要す る，等の 理 由に よ り，本 来 は客観 的 ・公 平

に そ の 機 会 が 与 え られ るべ き公 的 支 援の 利用 可 能性 に 差

が生 じて い る ．人 手確保の 課題 は 残 され るが ．一
次 調 査

か ら外 観 目視 だ けで は な く内部 ま で 調 査 を行 うこ と に よ

り再 調 査の 手間 を減 らす 努 力や，罹 災判 定 調 査方 法 に 対

応 して 公 的支援申請期限 を弾力的 に運 用 す る こ とに よっ

て，被災者が 平 等 な公 的 支援利 用 の 機 会 を得 る こ とが で

き る よ う，公 的支援制度の 制度設 計を再 検討する こ とが

必 要 で あ ろ う．

（ii）被害実態を反 映 し ない 非整合的な申請期 限の 問題 点

　 応 急 修 理 制 度 に 関 して ，工 事 業者 の 不 足 を原 因 とし て

指 定 期 限 まで の 工 事 完了 が 不 可 能 な状況 か ら，一
旦 ，申

請を 断念 した も の の ，そ の 後，工 事完 了期 限 延長 が あ っ

て も申請 期 限 が過 ぎて い て 利 用 不 可能 とな っ た ケー
ス が

多 数 発 生 した ．ま た，避 難勧告 に よ りや む を 得 ず長 期避

難 し て い た被災者 の 公 的 支援 利 用 可 能 性 が 低 くな る 事 態

が 生 じて い る．
　被災状 況 に応 じ て 公 平 に 公 的支 援利 用 の 機 会 が 与 え ら

れ る べ き公 的支援 が，家屋の 被害状況 以外の 時間 的要 因

に よ り
一

部 被 災者 の 公 的 支援 利 用 の 機 会 喪 失 が 生 じて お

り，被災者に 平等 な公 的支援利用 の機会 が 与 え られ る よ

う制度の 変更 等が 求 め られ よ う．

（iii）所 得 制 限に よ る 問題 点

　 ま た ，給 与 所 得 世 帯 は 所得 制 限の 対 象 とな りやす い と

考えられ る．例 え ば東 京 で 災 害 が起 こ っ た場 合，給与 所

得 世 帯 が 大半を 占 め る た め に ，制 度 を利 用 で き な い 世 帯

が 相当数発 生 す る こ とが 予 想 され る，こ の よ うな場 合，
公 的 支援 の 意味 自体や，所得制 限 の 妥当性が 問われ よ う．

（2）今 後の課題

a）再 調査，分析 の 必 要 性

　応 急 修 理 制度 は既 に 支給 も行 われ て お り，正 確 な利用

状 況 な どが分か る が，生活 再 建 支援法 に 関 して は 現在 も

制度の 適用 中 で あ り，今後 も状 況 に よ っ て は 申請 期 限が

延 長 され る 可能 性も否定で きな い ．申請 を締 め 切 っ た 後

に 調査 を行うこ とで ，よ り正 確なデ
ー

タが得 られ，よ り

実 態 に 即 した 結 果 が 得 られ る と考 え られ る ．

　 ま た ，今回 の 調 査 で は ，世 帯 分離 に よ る具 体 的 な差 の

実態を抽 出で き なか っ た．そ こ で ， 世 帯 分離対 応 の 実 態

を把 握 す る と と も に 対 応 実績の あ る 被災 地 で の 調 査 も必

要 で あ る．
b）定量 的 な分析

　今 回 の 研 究 で は，差の 発 生 要因 と し て，行 政 ・住民へ

の ヒ ア リ ン グ調 査 ，な らび にア ン ケート調 査 に 基 づ く制

度 利 用 実態 か ら考 察 す る 定性 的 ・
間接的な分析 に 留ま っ

た が ，よ り精 度高 く 分 析 を 行 うた め に は，ヒ ア リ ン グ 調

査数を増 やす と ともに，相 当の 工 夫 を要 す るで あ ろ うが

差 に つ い て 直接 的 な回 答 が得 られ る 調 査 を行 い，定 量 的

な 分析に 繋 ぐこ と が 必 要 で あ る．
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補注

（1｝住宅 の 補修 ・再建に 関する公 的支援制度

　 表 3　住 宅の補 修 ・再 建 に関す る公 的支援制度
2〕’4｝

支援区 分 応 亀修理制度 生 活 再 建 支 援 匍 度 災 　 　 援 佞

事粟主体 国 県 県

支援別度
住 宅 応 忠修理 制 度

　　個 制廚

住 宅 応 忿修理制度

　　1県別囲

生活再建支援佃渡

　　 1県 制 勵

災 害嚢 暖 啻

　 1県 レ

災 冒義壜金

（市町村〕

全壊：100万
大 規 極 半 壊 ：1  万

半 壊．鼬 万

年 収500万 一800万 全壊 200 万

輔 ao 万円 以 内
大 姫模半 壊 1  万

　 半壊 ；50万
　 全 壊：50万
大俎模半壊：随 万

太規硬半壊
．
↑OD 万

　 半壊：25 万

※市町村に

より異なる

半堰：5D万 一
齠組壊三5万

上記以外

全 壊 ．筆ao万
、 大規槿 半 壊 ；點 万．5D万

瑚隈

　 半 遠．大 規 模 半 壊

仮 設 住 宅へ入 居 」な い

　　 所 得制眠

　 工事完了 期限

　半壌、大規模半 壊

仮設住 宅へ入 屠 Lな L

　 工 事 完 了 期 限

　 半 壊．
大規摸半 壊、
　 全 壊

支援区 分 融
’

度

峯 築 主 体 県 1／2、市町揃 〆2 県 住宅金融 公 庫 長 岡 市

支暖制度
佳 宅復興資 金 賃

・
　 利子補給制慶

住宅復興資孟貸付血 1　住宅金融公庫

災害復興住宅繖資

住宅建設等制度融資

被 災 住宅復輿資金

住宅金融公庫災害 胃達
・
購入：  万

i11

輔

復興住宅融資の

再 建・購入 ：110D万
　　補修：5g砺
最初の 5年間の利息

　　　補修：400万

住宅金髄公 庫災齊復興住

宅融資では資金が不足す

る場合上記の金額を限度

…再建
．
購入，11  万

1　 補修 ・5甑
1

新簗：100D万
リフォー厶 渤 00万

宅地 購入：700 万

の 全部又は
一
部 に融資

建設荘 に5割以上の 前年所得が年返

制限

住宅金融公 庫災

興住宅融資をうけた

　　　　人

住宅食 融公 庫災害復興住

宅融資では資金が不足す

　　　　 る人

　　　 囎

補修：住宅 に 聖叨 円 以

　　 上 の 被害

毎月返済額 の 4倍以上 得蚓 ：見合う額 に

樋 の 5倍以 上か つ 1000万
　 　 　 　 以 下

齢 倍 に満たない人は所

の 　収 し た金 の

（2）図 2，3．4 に お い て 分 析 の 対 象 と してい るサ ン プル は，それ ぞ

　れ の 制 度適用 条件 に合致 した もの を 表 2 に 示 した 4，40G 票か ら

　か ら抽 出 し て い る ．具体的に は ．  生 活 再 建支援 法 （国）：罹

　災証 明 が大規 模 半壊 以 上，  生 活 再 建 支 援法 （県 ）： 罹 災 証 明

　が 半壊 以上 ，  応 急 修理 制度 （国 ・
県）； 罹 災証 明 が 半 壊 以 上

　で 住宅の 補修 を行 っ て い る世 帯，で あ る ．た だ し ，所得制限

　に関 して は，ア ン ケ v トか ら把握す る こ と は で き な い の で 考

　慮 し て い な い ．な お，他 の 要 因 と の ク ロ ス 集計 で あ る ため，
　
一

方 だ けの 回答サ ン プル は抽出対象 とし て い ない ．
（3）t 検定結果 は下 記 の 通 りで あっ た．

表 4　給 与所 得 とその 他の 生計 の 応急修理 制度 国 制 度

　 　 　 　 　 　利 用 につ い て の t 検 定結 果

給 与所 得

P 値 検定結果

年金 0、1（｝87
兼業農家 0．OGOl 1％ 有意

専 業農 家 0．OG24 1％ 有意

自営 0．OG39 1％ 有意

表 5 給 与所 得 とそ の 他の 生計 の 生 活 再 建支援制度

　　　　国制度利用に つ いての t 検定結果

給与所得

P 値 検定結果

年 金 0，8785
兼業農家 G．GODO 1％ 有意

専業 農 家 0．0000 1％ 有意

自営 0．7673

（4）家族構成を 回答 したサ ン プル を対 象 と し て い るた め ，補注 〔5）
に示す 全壊 ，大規 模半壊 の 総数に 対 し て 差 が あ る．

（5）ア ン ケ
ー

ト対象 全 体 の 罹 災判 定状 況 は 下記 の 通 りで あ る ．

　　　　　　　　 もらっていな い・　 全za　143

一部損

図 12　ア ン ケ
ート回 答世 帯の罹 災証 明

壊，55e

26

（6）補 修の 有無を回 答 し た サ ン プ ル を対 象 と して い るた め．東 山

　地 区の 半壊以上 の 回答数に示 す数に対 して 差が あ る．
（7）本研 究で は ，罹 災判 定に よ る結果 よ りも被 災 世 帯 自身 が認 識

　して い る被災 家屋 の 補 修 可 能 性 を重 視す る もの と考 え て 分析

　 して い る ．新潟 県中越 地 震で は ，一部 の 被災 自治体 に お い て

　全壊 と認 定 され た 家屋 に も被 災 者 が居 住 し続け，応 急 仮設 住

　宅 を利用 す る 予 定 が な い た め ，住宅応急修理 制度 を適用 して

　ほ しい とい う要 望 が多 々 あ っ た．そ こ で ，新潟 県は ，2004 年

　12 月 4 日 ，　 「全 壊」認定で も住宅応急修理制度が適用 で き る

　旨の 通 達 を出 し た．す な わ ち， 「全壊 」 は通 常 で あれ ば 住宅

　の 応 急 修 理 の 対 象 とは な ら な い が，現に 応急的な修理 を行 え

　ば被 災住宅 へ の 入 居 生 活 が 可 能 とな る の で あ れ ば．応 急 仮 設

　住 宅等 に入 居 しな い こ とを条 件 に．災 害救助法に よ る応 急 修

　理 の 対 象 とする こ とが で きる こ と と し た ．

〔8）補修 の 有無を 回答 した サ ン プ ル を対 象 と して い る た め．補 注

　（5）に示 す 半壊，一部損壊 の総数 に 対 して 差が あ る ．
（9）上乗せ ：

一般 的 には 「国の 法 令に定 め られ た基 準に上 乗 せ さ

　れ て 制 定 され る こ と 」 で ある が ，本論 文で は，国 の 支援 制度

　 に加 え て 県 の 支援 制 度 が支 給 額 の 増加 な どを 行 うこ と を 指 し

　 て い る．
〔10）横 だ し ：

一
般 的 に は 「国 の 法令 に定 め られ た基 準以 外 に ，

　対 象 の 範 囲 ・項 目 を 広 げ制定 され る こ とj で あ るが ，本 論文

　で は 国の 支援制度の 対象外 の 経費に っ い て県 の 支援制 度 で支

　援 を行 うこ とを指 して い る．
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